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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】簡易で低コストな構造に対するニーズを満たす
、電子部品の保護構造を提供する。
【解決手段】筐体１１０、ロック体１３０、カバー１２
０、及びコネクタ１５０を備える保護構造であって、筐
体１１０は収納スロット１１３を有する。ロック体１３
０は収納スロット１１３内に配置され、ロック部１３２
を備える。カバー１２０は突起を備える。突起及びロッ
ク部１３２は互いに係合する。コネクタ１５０は、カバ
ー１２０と筐体１１０との間に旋回可能に接続される。
【選択図】図１
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【実用新案登録請求の範囲】
【請求項１】
　収納スロットを有する筐体と、
　前記収納スロット内に配置され、ロック部を備えるロック体と、
　突起を備え、前記突起及び前記ロック部は対応するように配置される、カバーと、
　前記カバーと前記筐体との間に旋回可能に接続されるコネクタと、
を備える、収納構造。
【請求項２】
　前記ロック体はリフトバンプを更に備え、前記カバーは開口を更に備え、前記突起及び
前記ロック部が互いに係合するとき、前記リフトバンプが前記開口内に配置される、
請求項１に記載の収納構造。
【請求項３】
　前記リフトバンプはベベルを有し、前記リフトバンプが前記開口内を移動するとき、前
記突起は前記ロック体から外れて、前記リフトバンプが前記ベベルにより前記カバーを押
す、
請求項２に記載の収納構造。
【請求項４】
　前記ロック部及び前記突起はそれぞれベベルを有し、前記カバーと前記筐体とを係合さ
せるプロセス中、前記ロック部及び前記突起は前記２つのベベルにより相対的に移動する
、
請求項１～３のいずれかに記載の収納構造。
【請求項５】
　前記カバーは少なくとも１つのフック又は少なくとも１つのスロットを有し、前記フッ
ク又は前記スロットにより前記筐体に旋回可能に接続される、
請求項４に記載の収納構造。
【請求項６】
　前記収納スロット内に配置される弾性部材を更に備える、
請求項５に記載の収納構造。
【請求項７】
　収納スロットを有する筐体と、
　前記収納スロットを覆い、突起を備えるカバーと、
　前記収納スロット内に配置され、ロック部及びリフトバンプを有するロック体であって
、前記ロック部及び前記突起は互いに係合し、前記リフトバンプは前記カバーをロックす
る、ロック体と、
　前記筐体及び前記ロック体を接続する弾性部材と、
を備える、収納構造。
【請求項８】
　収納構造を有する装置であって、
　前記収納構造は、
　収納スロットを有する筐体と、
　前記収納スロット内に配置され、ロック部を備えるロック体と、
　突起を備え、前記突起及び前記ロック部は対応するように配置される、カバーと、
　前記カバーと前記筐体との間に旋回可能に接続されるコネクタと、
備え、
　前記カバーがロック状態にあるとき、前記ロック部及び前記突起は互いに係合し、
　前記カバーが前記ロック状態から解放されると、前記ロック部及び前記突起は互いに分
離される、
収納構造を有する装置。
【考案の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本考案は、包括的には保護構造に関し、より詳細には保護構造及びこれを有する装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯性及び軽量性の配慮により、通常の携帯型電子機器は電池により給電される。電池
の電力が使い果たされると、電池を交換又は充電することができる。
【０００３】
　電池を交換するためには、ユーザーはまず、カバーを開けて電池を露出させる必要があ
り、次に、電池固定構造を解放して、電池を取り出す。しかし、電池がＯＥＭ電池と交換
されない場合、又は誤使用される場合には、電池は電子部品を容易に破損するか、又はさ
らには全焼させる可能性がある。その他、カバー固定構造及び電池固定構造は異なる付属
品により形成されるため、付属品の数及び組み立てコストが増大することになり、そのよ
うな設計は、簡易で低コストな構造に対するニーズを満たすことができない。
【０００４】
　「外装フィルムを使用した薄型バッテリー構造並びに電池パック及び電池パックの製造
方法」という名称の特許文献１には、外装フィルムを使用した薄型バッテリー構造（電池
パック）が開示されており、このバッテリー構造は、角型の電池セルと、セルを内部に収
容した角型のフレーム部と、フレーム部の外側面に配置される回路基板部と、フレーム部
及びセルの一端側に係合されて、基板部をフレーム部の外側面に保持するキャップ部と、
角型セル及びフレーム部を一体的に被覆する外装フィルムとで構成される。
【０００５】
　「パック電池とその製造方法」という名称の特許文献２には、電池パックが開示されて
おり、この電池パックは、電極端面に凸部電極及び平面電極からなる正負の電極を配設し
ている素電池と、この素電池の電極端面に対向して平行に配設してあるプリント基板と、
保護素子とを備える。プリント基板は、凸部電極に接続している保護素子と、平面電極に
接続しているリード板とを介して素電池に接続している。保護素子は、Ｌ字状に配列して
いる第１接続端子と第２接続端子とを本体部に接続しており、第１接続端子を凸部電極に
接続して、本体部を素電池とプリント基板との間に配設するとともに、第２接続端子をＵ
曲してプリント基板に接続している。リード板は、Ｕ曲して一端を平面電極に接続すると
ともに、他端をプリント基板に接続している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－１４２１５３号公報
【特許文献２】特開２００３－７７４４１号公報
【考案の概要】
【考案が解決しようとする課題】
【０００７】
　本考案は、簡易で低コストな構造に対するニーズを満たすべく、一体構造として結合さ
れたカバー及びロック体を備る、電子部品の保護構造を対象とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本考案の一実施形態によれば、筐体、ロック体、カバー、及びコネクタを備える保護構
造が提供される。筐体は収納スロットを有する。ロック体は収納スロット内に配置され、
ロック部を含む。カバーは突起を備える。突起及びロック部は互いに係合する。コネクタ
は、カバーと筐体との間に旋回可能に接続される。
【０００９】
　本考案の別の実施形態によれば、筐体、カバー、ロック体及び弾性部材を備える保護構
造が提供される。筐体は、収納スロットを有する。カバーは、収納スロットを覆い、突起
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を備える。ロック体は、収納スロット内に配置され、ロック部及びリフトバンプを備える
。ロック部及び突起は互いに係合する。リフトバンプはカバーをロックする。弾性部材は
、筐体及びロック体を接続する。
【００１０】
　本考案の代替の実施形態によれば、電子部品の保護構造が提供される。保護構造は、筐
体、ロック体、カバー、及び接続部品を備える。筐体は、収納スロットを有する。ロック
体は、収納スロット内に配置され、ロック部を備える。カバーは、突起を備える。突起及
びロック部は対応するように配置される。コネクタは、カバーと筐体との間に旋回可能に
接続される。カバーがロック状態にあるとき、ロック部及び突起は互いに係合する。カバ
ーがロック状態から解放されると、ロック部及び突起は互いに分離される。
【００１１】
　本考案の上記の態様及び他の態様は、好ましいが、非限定的な実施形態についての以下
の詳細な説明に関連してよりよく理解されるであろう。以下の説明は添付図面を参照して
行われる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本考案の一実施形態による電子部品の保護構造を示す分解組立図である。
【図２】本考案の一実施形態による電子部品の保護構造を示す組立図である。
【図３Ａ】ロック体のロック部に接触しているカバーの突起を示す断面図である。
【図３Ｂ】ロック体のリフトバンプに接触しているカバーの開口を示す断面図である。
【図３Ｃ】上方に移動するカバーの突起を示す断面図である。
【図４Ａ】下方に移動するカバーの突起を示す断面図である。
【図４Ｂ】下方に移動するカバーの突起を示す断面図である。
【図４Ｃ】完全に閉じているカバーを示す断面図である。
【図５Ａ】カバーが工具を用いて開かれる様子を示す概略図である。
【図５Ｂ】カバーが工具を用いて開かれる様子を示す概略図である。
【考案を実施するための形態】
【００１３】
　カバー固定構造及び電池固定構造が別個に配置される従来の設計とは異なり、本実施形
態の電子部品の保護構造は、カバーを固定しかつカバーを開くための一体化された構造を
使用する。例えば、本実施形態では、ロック体が、共通の構成要素として、すなわち、電
池を固定する構成要素としてのみならず、接続ポートを固定する構成要素としても使用さ
れる。ロック体を操作することにより、ユーザーはカバーを容易に開いたり、カバーを筐
体に容易に固定したりすることができる。そのような設計は、簡易で低コストな構造のニ
ーズを満たす。本考案の保護構造は、デジタルカメラ、デジタルビデオレコーダー、携帯
電話、個人情報端末（ＰＤＡ）、及びパーソナルコンピューター等の様々な電子機器にお
いて、特に電池及び様々なポートを収納する箇所で広く使用することができる。
【００１４】
　いくつかの実施形態が、本考案を詳述するために以下に開示される。しかし、本考案の
これらの実施形態は詳細な説明のためだけのものであり、本考案の保護範囲を限定するた
めのものではない。
【００１５】
　図１は、本考案の一実施形態による電子部品の保護構造を示す分解組立図である。図２
は、本考案の一実施形態による電子部品の保護構造を示す組立図である。
【００１６】
　電子部品の保護構造１００は、筐体１１０、カバー１２０、ロック体１３０、弾性部材
１４０、及びコネクタ１５０を備える。一実施形態では、カバー１２０は、コネクタ１５
０によって筐体１１０に接続することができ、カバー１２０が脱落する、すなわちなくな
るのを回避する。また、カバー１２０は、コネクタ１５０により提供される弾性力を用い
て容易に開くことができる。別の実施形態では、カバー１２０は、他の種類の接続部品に
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よって筐体１１０に固定することができる。例えば、コネクタ１５０は、旋回点として回
転軸を使用することにより、カバー１２０と筐体１１０との間に旋回可能に接続される。
次に、ねじりばねがトルクを提供して、カバー１２０を上方に開く。上述したコネクタ１
５０は、例示のためのものであり、本考案はこれに限定されない。
【００１７】
　図１に示されるように、本実施形態では、カバー１２０と筐体１１０との間に接続され
たコネクタ１５０は可撓性を有し、軟基板１５１及び固定板１５２を含む。図２では、軟
基板１５１は筐体１１０まで延在し、筐体１１０に固定される。また、軟基板１５１の一
部分は筐体１１０から露出し、固定板１５２によりカバー１２０の下側１２１に固定され
る。例えば、カバー１２０上の多数のヒートステーク１２２が、軟基板１５１の貫通穴１
５４及び固定板１５２の貫通穴１５３を貫通する。貫通穴１５３及び１５４から突出する
ヒートステーク１２２の各部分は更に溶融して、リベットのような構造（図示せず）を形
成し、それにより、軟基板１５１はカバー１２０と固定板１５２との間に密に介在する。
上述したカバー構造は、例示のためのものであり、本考案はこれに限定されない。
【００１８】
　次に、図１及び図２を参照する。カバー１２０は、例えば、複数のフック１２３を有す
る。組み立てプロセス中、カバー１２０は、旋回点としてフック１２３を使用することに
より、筐体１１０に旋回可能に接続される。本実施形態では、筐体１１０の周縁は、フッ
ク１２３に対向する複数のスロット１１１を有する。スロット１１１及びフック１２３は
、互いに干渉する。カバー１２０が筐体１１０のスロット１１１に組み付けられ、筐体１
１０の収納スロット１１３を完全に覆うとき、カバー１２０の移動はフック１２３及びス
ロット１１１により規制されて、カバー１２０が収納スロット１１３をしっかりと覆い、
電池又は接続ポート等の内部の電子部品を確実に保護する。
【００１９】
　カバー１２０が開かれるとき、カバー１２０は、カバー１２０をフック１２３及びスロ
ット１１１の規制から解放するのに十分に大きな角度まで回転する。軟基板１５１は依然
として筐体１１０に固定されているため、カバー１２０は移動可能であり、したがって、
より高い利便性及び使用の柔軟性を提供する。別の実施形態では、フック１２３及びスロ
ット１１１は互いと交換可能である。すなわち、カバー１２０が少なくとも１つのスロッ
ト１１１を有し、筐体１１０が、その少なくとも１つのスロット１１１に対応する少なく
とも１つのフック１２３を有する。別の実施形態では、フック１２３及びスロット１１１
は、カバー１２０を筐体１１０に旋回可能に接続する固定旋回点として設計することがで
きる。したがって、カバー１２０の移動は規制される。上述したカバー構造は例示のため
のものであり、本考案はこれに限定されない。
【００２０】
　カバー１２０、ロック体１３０、及び弾性部材１４０の間の移動関係について添付図面
を用いて以下に詳述する。図１を参照すると、カバー１２０は開口１２４を有する。ロッ
ク体１３０はリフトバンプ１３１を有する。開口１２４はリフトバンプ１３１の上に配置
され、リフトバンプ１３１を収容する。ロック体１３０はロック部１３２を更に備える。
ロック部１３２は、正のＺ方向／負のＺ方向に向かって突出する２つのリブ１３３とする
ことができる。２つのリブ１３３が本実施形態では例示されるが、１つのリブも同様に機
能し、本考案はリブの数に関して特定の制限を課さない。図２では、カバー１２０は突起
１２５を更に備える。突起１２５は、下側１２１から負のＸ方向に向かって突出し、正の
Ｙ方向に向かってかぎ形に曲がる突起とすることができる。２つの突起１２５が本実施形
態では例示されるが、１つの突起１２５も同様に機能し、本考案は突起の数に関して特定
の制限を課さない。
【００２１】
　カバー１２０がロック状態にあるとき、ロック部１３２及び突起１２５は、図３Ａに示
されるように、Ｙ方向において互いに係合する。カバー１２０がロック状態から解放され
るとき、ロック部１３２及び突起１２５は、図３Ｃに示されるように、Ｙ方向において互
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いに分離する。
【００２２】
　本実施形態では、弾性部材１４０が、筐体１１０及びロック体１３０を移動可能に接続
する。例えば、弾性部材１４０は、筐体１１０とロック体１３０との間に、正のＸ方向／
負のＸ方向に沿って介在するばね１４１を含む。ばね１４１は、ロック体１３０が正のＸ
方向／負のＸ方向に移動可能となるような弾性を提供する。図３Ｂを参照すると、ロック
体１３０の下部１３６はリブ１３７を有し、ばね１４１をロック体１３０の下部１３６に
固定するために、リブ１３７をばね１４１の一端に挿入することができる。次に、ロック
体１３０及びばね１４１は一緒に、筐体１１０の収納スロット１１３内に固定される。
【００２３】
　図１を参照すると、通常状態では、弾性部材１４０及びロック体１３０の下部１３６は
、収納スロット１１３の凹部１１２内に配置される。ロック体１３０の板１３４が収納ス
ロット１１３の上に延びる。収納スロット１１３内に配置された電池（図示せず）は板１
３４との接触を維持し、板１３４は、図２に示されるように、収納スロット１１３内で電
池を規制する。そうすることにより、電池は変位せず、したがって、電力不具合を回避す
ることができる。上述した固定構造は例示のためのものであり、本考案はこれに限定され
ない。
【００２４】
　本実施形態では、ロック体１３０は収納スロット１１３内に、カバー１２０の下側１２
１に対向して配置される。図３Ａは、ロック体１３０のロック部１３２に接触するカバー
１２０の突起１２５を示す断面図である。ロック状態において、弾性部材１４０は、ロッ
ク部１３２及び突起１２５が正のＸ方向において互いに係合できるようにし、それにより
、カバー１２０が、正のＸ方向及び正のＹ方向において規制され、開くことができないよ
うにする。
【００２５】
　図３Ｂを参照すると、ロック体１３０のリフトバンプ１３１に接触するカバー１２０の
開口１２４を示す断面図が示されている。カバー１２０を開くために、ユーザーは、指又
は工具を用いてリフトバンプ１３１に力を加えて、リフトバンプ１３１が開口１２４に寄
り掛かるまで（図５Ａに示される）、開口１２４内でリフトバンプ１３１を負のＸ方向に
向けて移動させることができる。その間、リフトバンプ１３１はカバー１２０を押し、カ
バー１２０を上方に開く（図５Ｂに示される）。
【００２６】
　例えば、リフトバンプ１３１はベベル（傾斜部）１３５を有する。リフトバンプ１３１
が開口１２４内で負のＸ方向に向かって移動すると、ベベル１３５はカバー１２０の側壁
１２６に寄り掛かる。力の傾斜成分により、ベベル１３５はカバー１２０の側壁１２６を
押し、ベベル１３５に沿って正のＹ方向に移動させる（図３Ｂに示される）。上記開示で
は、リフトバンプ１３１は、凸形ベベル１３５を用いて傾斜した分力及び負のＸ方向での
変位を発生させる。別の実施形態では、リフトバンプ１３１は、凹形ベベルを用いて力の
傾斜成分及び負のＸ方向での変位を発生させることができる。代替として、正のＹ方向に
向かう押力は、他の構造で発生させることもでき、本考案はこれに限定されない。
【００２７】
　リフトバンプ１３１が負のＸ方向に沿って移動した後、元々は互いに係合していたロッ
ク部１３２及び突起１２５は互いから分離されて、ロック状態が解除される。図３Ｃを参
照すると、正のＹ方向に向かって移動するカバー１２０の突起１２５を示す断面図が示さ
れている。その間、突起１２５は、カバー１２０とともに正のＹ方向に移動する。リフト
バンプ１３１の力が除去された後、ロック体１３０は、ロック状態から解放されており、
弾性部材１４０によって通常位置に戻るべく、正のＸ方向に向かって移動することができ
る。突起１２５の下部ベベル１２５ａは、ロック部１３２の上部ベベル１３２ａ上に支持
され寄り掛かり、それにより、カバー１２０は開状態に維持され、正のＹ方向に向かって
維持される。カバー１２０及びロック体１３０がロック状態から解放された後、カバー１
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２０の移動はもはや規制されず、カバー１２０は自在に開くことができる。カバー１２０
は、旋回点としてフック１２３を使用することにより、正のＹ方向に向かって更に開くこ
とができる。その間、弾性部材１４０は、解放状態にあるロック体１３０を、電池を規制
できるように通常位置に戻すことができる。したがって、カバー１２０が開かれている状
況下では、ロック体１３０は依然として電池を固定することができる。ユーザーは、電池
を交換したい場合には、板１３４が収納スロット１１３から取り出されて電池を収納スロ
ット１１３内にもはや規制せず、電池がそれに応じて取り出し可能となるように、ロック
体１３０を再び移動させることができる。
【００２８】
　図４Ａ及び図４Ｂは、負のＹ方向に向かって移動しているカバー１２０の突起１２５を
示す断面図である。ロック部１３２及び突起１２５はそれぞれ、ベベル１３２ａ及びベベ
ル１２５ａ、すなわち、互いに対向する上部ベベル１３２ａ及び下部ベベル１２５ａを有
する。組み立てプロセス中、ユーザーはまず、カバー１２０のフック１２３を旋回点とし
て使用する。カバー１２０は、この旋回点によって筐体１１０に旋回可能に接続されてい
る。次に、ユーザーはカバー１２０に、負のＹ方向の力を加える。カバー１２０が力を受
け、下方に閉じると、ロック部１３２の上部ベベル１３２ａは突起１２５の下部ベベル１
２５ａに接触し、互いに対して摺動する。突起１２５は、負のＹ方向に向かって移動して
（矢印Ａで示される）、力の傾斜成分を提供し、正のＸ方向に弾性部材１４０によりロッ
ク体１３０に加えられるプレストレスを相殺する。したがって、ロック部１３２は力を受
け、負のＸ方向において変位を発生させる（矢印Ｂで示される）。
【００２９】
　図４Ｃは、完全に閉じられたカバー１２０を示す断面図である。突起１２５は、ロック
位置に達するまで、ロック部１３２のベベルに沿って負のＹ方向に向かって移動する。突
起１２５により発生する傾斜した分力が除去されると、弾性部材１４０は、ロック体１３
０が正のＸ方向に向かって通常位置に戻ることができるようにし、ロック部１３２及び突
起１２５は再びロック状態に戻り、カバー１２０を閉じる。その間、ロック体１３０の板
１３４は後方へ、収納スロット１３１の上に移動して、電池を収納スロット１１３内に規
制し、リフトバンプ１３１は開口１２４内に延びる。その間、２つの端部がフック１２３
及び突起１２５に結合しているカバー１２０は開くことができない。カバー１２０の２つ
の端部が結合している構造は、例示のために上記に開示され、本考案はそのような構造に
限定されない。
【００３０】
　上記説明によれば、電子部品の保護構造１００は、共通の構成要素として、すなわち、
電池を固定するための構成要素としてのみならず、カバーを固定するための構成要素とし
てもロック体１３０を使用し、より使用し易くする。ユーザーによりカバー１２０が容易
に開かれることを回避するために、ロック体１３０のリフトバンプ１３１が開口１２４に
配置される。ユーザーは、自分の指でリフトバンプ１３１に容易に触れることができず、
すなわちリフトバンプ１３１に力を容易に加えることができない。それどころか、ユーザ
ーは、工具を使用せずにはカバー１２０を容易に開くことができない。図５Ａ及び図５Ｂ
は、工具を用いてカバー１２０が開かれる様子を示す概略図である。まず、ユーザーは工
具１０の先端を開口１２４に挿入して、力をリフトバンプ１３１に負のＸ方向に提供する
。そうすると、リフトバンプ１３１がカバー１２０を押し、正のＹ方向に向けて開く。そ
の間、スリットＳがカバー１２０と筐体１１０との間に露出し、それにより、ユーザーが
自分の手又は工具でスリットＳを介してカバー１２０を開くことができる。上記設計は、
カバー１２０が容易に開かないようにするとともに、ユーザーが専門家の支援がない状態
で電池を交換しようとする場合に電子部品が破損又は全焼しないようにする。
【００３１】
　工具の先端を開口１２４に挿入することによりカバー１２０を開ける上記設計は、例示
のみを目的とする。別の実施形態では、カバー１２０は摺動により持ち上げられ、開くこ
とができる。代替として、カバー１２０は、開口１２４を使用せずに、隠れた開構造によ
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り形成することができ、本考案はその構造に限定されない。
【００３２】
　本考案を、好ましい実施形態について例示することにより説明したが、本考案がそれら
に限定されないことを理解されたい。逆に、様々な変更並びに同様の構成及び手順を包含
することが意図され、したがって、添付の実用新案登録請求の範囲は、そのような全ての
変更並びに同様の構成及び手順を包含するような最も広義の解釈に従うべきである。

【図１】 【図２】
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【図３Ａ】

【図３Ｂ】

【図３Ｃ】

【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図４Ｃ】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】
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